
内部統制基本方針 

京都生活協同組合（以下「京都生協」という。）は、理念「頼もしき隣人たらん」と 2030 年ビジョン

「京都生協は新たな希望をつくる」で掲げた、持続可能で希望ある社会の実現をめざし、組合員満足の

向上、組合員参加の広がり、職員満足の向上と能力発揮、地域社会への役立ち、経営持続的安定、職員

行動指針の実践に向けた取り組みを進めています。 

当組合は理念、2030 年ビジョンの実現に取り組む前提として内部統制の４つの目的である「業務の有

効性および効率性」「財務報告の信頼性」「事業活動に関わる法令等の順守」「資産の保全」を達成するた

め本基本方針を定めて取り組みます。 

１. 理事および職員の職務の執行が、法令および定款などに適合することを確保するため

の体制 

（１） 理事および職員が法令および定款等を順守し、確固たる倫理感を持って事業活動を行うため

「コンプライアンス基本方針」の浸透をはかりコンプライアンスの組織風土をさらに高め実

践します。 

（２） 理事および職員は、コンプライアンス経営を推進するため「コンプライアンス自主行動基準

順守事項」を実践します。日常業務においてはリスク管理委員会でコンプライアンスに関す

る課題に取り組みます。 

（３） 理事および職員のコンプライアンス意識の向上と定着を推進するため、教育研修と行動提起

を継続して行います。 

（４） コンプライアンスに関する相談、通報等を受け付けるため「コンプライアンス相談窓口の設

置および運用管理に関する規程」にもとづき、京都生協グループおよび委託先、取引先から

の相談窓口を設置します。また、その相談内容に応じたすみやかな調査と是正を行う体制を

とります。通報したことを理由にした不利益な取扱いは行いません。 

（５） 決算報告（決算関係書類、事業報告書および付属明細書）の信頼性を確保するため、必要な

仕組み（規則・規程・手順）の維持・整備をすすめ、適正な運用を行います。 

（６） 組合員および社会の信頼の一層の向上に資するため監事による監査のほか、「監査法人監査規

約」にもとづき、当組合と利害関係のない公認会計士等による監査を受けます。 

（７） 反社会的勢力との関係を遮断するために必要な整備をすすめます。 

２. 理事の職務執行に関わる情報の保存および管理に関する体制 

（１） 事業および財務の状況に関する情報の開示は、組合の公開性と透明性を高めるうえで重要と

位置づけ「情報開示に関する規約」にもとづき、その適切な運用を行います。 

（２） 組合の経営上きわめて重要でかつ漏洩により重大な支障が生じる情報を保護するため、「情報

セキュリティ規程」にもとづき、適切に情報管理を行います。 

（３） 理事の職務の執行に関わる情報は「文書管理規程」にもとづき、管理対象、保存期間、主管

部局および保存場所等を明確にして保存します。 

３. リスク管理（損失の危険の管理）に関する未然防止と緊急事態に備える体制 

（１） 定期的にリスク評価を行い、事業および活動におけるリスクを常時把握し優先順位を評価し

たうえで、回避またはマイナスの影響を最小限に低減するリスクコントロールを行います。 

（２） 自然災害や事件事故などにより組合員や当組合あるいは社会に重大な損害や影響を及ぼす、

あるいは及ぼす恐れのある事態については、「危機管理規程」にもとづき、被害を最小限に

とどめるための体制を整備し、迅速かつ適切に対応が行えるようにします。 



４. 理事および職員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１） 理事会は「理事会規則」にもとづき、当組合の業務執行が効率的に行われるよう重要事項に

ついて審議および決定し、決定された事項について代表理事の職務執行を監督します。 

（２） 理事会は「理事会規則」にもとづき、組合の全体的な業務執行における重要事項について協

議、決定するために常務理事会を設置し、業務執行および運営の円滑化をはかります。 

（３） 理事および職員は「組織管理規則」「職務権限規程」「業務分掌規程」「稟議手続き規程」「決

裁規程」にもとづき、自らの職務権限を認識し効率的かつ適切な業務執行を行います。 

（４） 理事および職員は組合員満足向上のため「業務マネジメントシステム規程」にもとづき日常

業務を執行し、業務品質および商品・サービス品質を確保することにつとめます。 

５.  子会社等における業務の適正を確保するための体制 

（１） 子会社等の設立、解散、合併、および組織変更、１件１億円以上の契約、借入、貸付、固定

資産の取得・修理・処分、贈与、譲渡、保証に関する事項は、理事会で決定します。 

（２） 子会社等の年度予算計画、投資、融資、債務保証等の重要な経営事項は、常務理事会の協議

を踏まえ適切に指導を行い、相互の健全な発展を推進します。 

（３） 子会社等の監査は監査役監査、当組合の内部監査とします。また、専門家による点検と助言

を受けます。 

６. 監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する

事項および監事監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（１） 監事による監査の実効性を高め、監査職務の円滑な遂行を確保するため、「監事監査規則」に

もとづき、監事会の運営に関する事務および監事の職務を補助する監事スタッフを配置しま

す。 

（２） 監事スタッフの人事に関する事項は「監事監査規則」にもとづき、常勤監事が代表理事と協

議し、監事会の同意を得て行います。 

（３） 代表理事は「監事監査規則」にもとづく、監事会との定期的な会合に参加し当組合が対処す

べき課題、監事監査の環境整備の状況、監査の重要課題等について意見交換を行い相互認識

を深めるようつとめます。 

（４） 理事および職員は「監事監査規則」にもとづき、監事監査が実効的に行えることを確保する

ために適切な処置を講じます。 

７.  理事の監事への報告に関する体制 

（１） 理事は「定款」にもとづき、職務執行に関する重大な法令・定款の違反もしくは不正行為の

事実、または当組合に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、

直ちに当該事実を監事に報告します。 

（２） 代表理事は、内部統制の整備状況に関する内部監査結果を監事の監査に供します。 

（３） 代表理事は、内部統制に重大な影響を及ぼす意思決定を行なったときは、遅滞なく監事に報

告します。 

制定日 ２０１０年４月２日 

改定日 ２０１１年４月８日 
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改定日 ２０２０年４月３日 

改定日 ２０２１年４月９日 


